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基準価額の推移

※基準価額の計算において、運用管理費用（信託報酬）は控除しています（後述のファンドの費用をご覧ください）。
※過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。

リターンの要因分解

期間：3カ月
（2023年11月末～2024年2月末）

※指数変動率の2倍：期間初および期間末のNASDAQ100指数の2時点間の変化率を2倍したもの。指数変動率の計算の際には、基準価額算出日に応答
するNASDAQ100指数の値を使用。

※指数変動による効果：「指数変動率2倍の日次累積」（後述）から、「指数変動率の2倍」を引いたもの。一般に、指数が上昇・下落を繰り返しな
がらボックス圏で動いた場合にはファンドリターンを押下げる要因になり、上昇・下落のトレンドが出た際にはファンドリ
ターンを押上げる要因になります。

期間：1年
(2023年2月末～2024年2月末)

期間：設定日（2018年10月19日）～2024年2月末

特別レポート Vol.13

 過去3カ月間および過去１年間ともに、NASDAQ100指数が上昇したことから基準価額は上昇、変動要因の大
半が「NASDAQ100指数の変動率の2倍」によるもの

 「為替ヘッジのコスト」は3カ月で▲0.44%、1年で▲1.88%

単位：円

指数変動率2倍の日次累積･･･該当する期間における日次の指数変動率の2倍を日次複利で累積したもの。指数変動率の計算の際には、基準価

額算出日に応答するNASDAQ100指数の値を使用。

設定時
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純資産総額

設定解約によるもの

単位：億円 単位：億円

単位：億円

単位：億円

純資産総額の推移

純資産増減の要因分解

累積投資家利益額

投資家利益額･･･投資家がファンドを保有することで得た利益の総額

純資産の推移と内訳

期間：3カ月
（2023年11月末～2024年2月末）

期間：1年
(2023年2月末～2024年2月末)

設定来～2024年2月末

設定来～2024年2月末
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指数構成銘柄の時価総額総計推移

NASDAQ100指数の概況

指数の推移 主要指数との比較

指数構成銘柄の純利益総計推移

（出所）ブルームバーグのデータをもとに当社作成

◼ 四半期決算概況（2023年9-12月期）

 23年10-12月期のNASDAQ100銘柄は、前年同期比で大半の銘柄が増収・増益となりました。
NASDAQ100の中で組入れ上位銘柄となっている大手テックについては、コスト削減、ネット広告の復調、クラウド
需要の拡大などから、大半の銘柄が2桁の増収・増益を達成しております。AI需要の拡大も、引き続き好業績に寄
与しました。AIへの注目度は高まっており、決算においても、AI関連サービスへ更なる投資を実施する等のAIに関す
る言及をしている企業は増加傾向にあります。

 個別では、メタ、エヌビディアの決算が好調でした。メタに関しては、広告需要が堅調であったことなどから良好な決算
となりました。エヌビディアに関しては、AI向け半導体需要の拡大から、純利益、売上高ともに市場予想を上回り、
過去最高水準となりました。

単位：兆ドル 単位：億ドル

設定来～2024年2月末 5年間（2019年2月末～2024年2月末）

5年間（2019年2月末～2024年2月末）5年間（2019年2月末～2024年2月末）

※2019年2月末を100として指数化
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＜マイクロソフト＞

売上高が前年同期比18％増収、純利益は33％の
増益となり四半期ベースで過去最高となりました。
「Azure」の売上高は前年同期比30％増収となり、前
四半期から成長率が改善しました。また、2023年に買
収した米ゲーム会社アクティビジョン・ブリザード社の業績
が初めて四半期決算に反映され、「Xbox」関連の売上
高は61％増収となりました。

＜グーグル＞

売上高が前年同期比13％増収、純利益は52％増
益となり四半期ベースで過去最高となりました。主力のイ
ンターネット広告事業は前年同期比11%増収となり、
成長が加速しています。またクラウド事業の売上高は前
年同期比26％増収となり、こちらも成長が加速していま
す。

＜アップル＞

売上高が前年同期比2％増収、純利益は13％の増
益となりました。新機種「iPhone15」の販売が年末商戦
で好調な売れ行きとなり、主力のiPhone事業の売上高
は前年同期比6％増収となりました。また、音楽・動画
配信を主とするサービス事業の売上高は同11％増収と
なりました。

NASDAQ100指数主要構成銘柄の決算概況①

単位：百万ドル

＜アマゾン＞

売上高が前年同期比14％の増収、純利益は38倍の
増益となりました。主力のインターネット通販事業は前年
同期比9％増収、広告事業が同27％増収となり年末
商戦の好調さが表れる結果となりました。また、AWS
（アマゾン・ウェブ・サービス）の売上高は前年同期比
13％増収となり、前四半期から成長が加速しています

（出所）ブルームバーグ
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＜メタ＞

売上高が前年同期比25％増収、純利益は3.0倍の
増益となり、いずれも過去最高を更新しました。主力のイ
ンターネット広告事業は24％増収となり、デジタル広告
の堅調さが表れています。また、同社初の四半期配当や
追加の自社株買いについても発表され、株主還元の姿
勢が好感されました。

＜ネットフリックス＞

売上高が前年同期比12％増収、純利益は17倍の
増益となりました。有料会員数純増はコロナ禍初期以来
最高の1,312万人となり市場予想を上回りました。広告
付きの安価なプランの認知が高まったことやオリジナル作
品の投入が相次いだことが、有料会員の純増に寄与しま
した。

NASDAQ100指数主要構成銘柄の決算概況②

＜エヌビディア＞

売上高が前年同期比3.7倍の増収、純利益は8.7倍
の増益となり四半期ベースで過去最高を更新しました。
生成AI向けの半導体需要増加により、データセンター向
けの売上高は前年同期比5.1倍となりました。ジェンス
ン・ファンCEO（最高経営責任者）は足元の半導体需
要について「年間を通じて需要は供給を上回る」と述べて
います。

（出所）ブルームバーグ

＜テスラ＞

売上高が前年同期比3％増収、純利益は税効果に
よる利益の計上により2.2倍の増益となりました。段階的
な値下げを行ったことで、世界販売台数は増加したもの
の、営業利益ベースでは4四半期連続の減益となりまし
た。また、2024年通期の販売台数については2023年
の増加率を下回る可能性があると言及がありました。

単位：百万ドル
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-30% -20% -10% 0% +10% +20% +30%

2023年11月末～2024年2月末

（出所）ブルームバーグのデータをもとに大和アセットマネジメント作成
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11.4直近１年間の個別銘柄騰落率ヒートマップ

（出所）ブルームバーグのデータをもとに大和アセットマネジメント作成
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2023年2月末～2024年2月末
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保有ポジションのイメージ図

情報技術：2,592億円

資本財：250億円

生活必需品：329億円

ヘルスケア：341億円

一般消費財：699億円

コミュニケーション・サービス：800億円

公益事業：64億円、金融：25億円、エネルギー：24億円、不動産：14億円

外部資本

（レバレッジ効果）

2,568億円

自己資本

（純資産額）

2,568億円

・マイクロソフト：453億円

・アップル：415億円

・エヌビディア：288億円

・ブロードコム：231億円

・AMD：118億円 など

・メタ：255億円

・グーグル：239億円

・ネットフリックス：101億 など

・アマゾン：269億円

・テスラ：143億円

・ブッキングHD：46億円 など

 実質的な保有セクター、銘柄及び金額と原資のイメージを貸借対照表の形式で表しました。

 当ファンドはレバレッジを活用する仕組みとなっているため、貸方サイドおよび借方サイドの大きさはそれぞ
れ純資産額の2倍になります。

 貸方サイドの合計額は、自己資本に相当する純資産額に、レバレッジがもたらす効果である純資産額と
同額の外部資本を加えた額になります。

 借方サイドの保有セクターは情報技術、コミュニケーション・サービスが中心になり、個別銘柄ではアップル、
マイクロソフト、エヌビディア、アマゾン、メタなどです。合計金額は純資産額の2倍になります。

2024年2月末時点

・アムジェン：56億円 など

・ペプシコ：87億円 など

｛
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IT・
ソフトウェア
28万円

消費拡大

17万円

医薬・
ヘルスケア
13万円

EC・娯楽

19万円

ハイテク・
半導体
35万円

M 7

80万円

その他

8万円

ファンド純資産100万円あたりのオーナーシップ保有額

※各保有額は指数構成ウエートから計算した概算値

（出所）NASDAQのデータをもとに大和アセットマネジメント作成
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＜当社ＨＰ上の参考コンテンツ抜粋＞

世界の有望企業“群”をその手に あなたのライフサイクルパートナー

https://www.daiwa-am.co.jp/special/ifreeleverage/

オーナーシップ電卓

https://www.daiwa-am.co.jp/special/ownership_calculator/ifreeleverage_nasdaq100/

投資のニュースタイル ツミレバ

https://www.daiwa-am.co.jp/guide/media/lp/about_tsumileba.html
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（動画） 米国株2倍を積み立てる iFreeレバレッジでツミレバ！

ツミレバ投資術の魅力
https://www.daiwa-am.co.jp/ifree_series/tsumireba/

ツミレバ博士の「レバレッジ活用講座」

https://www.daiwa-am.co.jp/guide/media/series/inves_tsumileba.html

マンガで学ぶ レバレッジのチカラ

https://www.daiwa-am.co.jp/guide/media/series/manga_leverage.html
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基準価額の値動きについて
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基準価額の値動きについて 
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※詳しくは「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

ファンドの目的・特色

ファンドの目的
・日々の基準価額の値動きが NASDAQ100 指数（配当込み、米ドルベース）の値動きの２倍程度となることをめざします。

ファンドの特色
・株式の組入総額と株価指数先物取引の買建玉の時価総額の合計額が、原則として信託財産の純資産総額の２倍程度になるように調整します。
当ファンドは、Nasdaq, Inc. またはその関連会社（以下、Nasdaq, Inc. およびその関連会社を「株式会社」と総称します。）によ
って、支援、推奨、販売または販売促進されるものではありません。株式会社は、ファンドの合法性もしくは適合性について、ま
たは当ファンドに関する記述および開示の正確性もしくは妥当性について認定するものではありません。株式会社は、当ファンド
の保有者または公衆一般のいかなる者に対しても、一般的な証券投資または特に当ファンドへの投資についての妥当性や、
NASDAQ-100 Index の一般的な株式市況への追随可能性について、明示的か黙示的かを問わず、何らの表明もしくは保証も行な
いません。株式会社と大和アセットマネジメント株式会社との関係は、Nasdaq®および NASDAQ-100 Index の登録商標ならびに
株式会社の一定の商号について使用を許諾すること、ならびに、大和アセットマネジメント株式会社または当ファンドとは無関係
に、ナスダックが決定、構築および算出を行なう NASDAQ-100 Index の使用を許諾することに限られます。ナスダックは、
NASDAQ-100 Index の決定、構築および計算に関し、大和アセットマネジメント株式会社または当ファンドの保有者の要望を考
慮する義務を負いません。株式会社は、当ファンドの発行に関してその時期、価格もしくはその数量の決定について、または当フ
ァンドを換金する際の算式の決定もしくは計算についての責任を負っておらず、また関与をしていません。株式会社は、NASDAQ-
100 Index とそれに含まれるデータの正確性および中断されない算出を保証しません。株式会社は、NASDAQ-100 Index またはそ
れに含まれるデータの利用により、大和アセットマネジメント株式会社、当ファンドの保有者またはその他いかなる者もしくは組
織に生じた結果についても、明示的か黙示的かを問わず、何らの保証も行ないません。株式会社は、明示的か黙示的かを問わず、
何らの保証も行なわず、かつ NASDAQ-100 Index®またはそれに含まれるデータの利用に関する、特定の目的または利用のための
市場商品性または適合性については、いかなる保証についても明示的に否認します。上記に限らず、いかなる場合においても、株
式会社は、いかなる逸失利益または特別、付随的、懲罰的、間接的もしくは派生的損害や損失について、たとえもし当該損害等の
可能性につき通知されていたとしても、何らの責任も負いません。

投資リスク

●当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証されているもので
はなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。投資信託は預貯金とは
異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。
株価指数先物取引の利用に伴うリス
ク

株価指数先物の価格は、対象指数の値動き、先物市場の需給等を反映して変動しま
す。先物を買建てている場合の先物価格の下落により損失が発生し、基準価額が下落す
る要因となり、投資元本を割込むことがあります。また、先物を買建てている場合の株式市
場の下落によって、株式市場の変動率に比べて大きな損失が生じる可能性があります。
なお、対象指数の値動き等に変動がなくても、収益または損失が発生することがあります。

価格変動リスク･信用リスク
株価の変動

組入資産の価格が下落した場合には、基準価額が下落する要因となり、投資元本を割
込むことがあります。
株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績、市場の需給等を反映して変動します。
発行企業が経営不安、倒産等に陥った場合には、投資資金が回収できなくなることもあり
ます。

価格変動リスク･信用リスク
公社債の価格変動

組入資産の価格が下落した場合には、基準価額が下落する要因となり、投資元本を割
込むことがあります。
公社債の価格は、一般に金利が低下した場合には上昇し、金利が上昇した場合には下
落します。また、公社債の価格は、発行体の信用状況によっても変動します。
特に、発行体が債務不履行を発生させた場合、またはその可能性が予想される場合には、
公社債の価格は下落します。

為替変動リスク 為替変動リスクの低減を図ります。ただし、為替変動リスクを完全に排除できるものではあり
ません。
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※詳しくは「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

為替ヘッジを行なう際、日本円の金利が組入資産の通貨の金利より低いときには、金利
差相当分がコストとなり、需給要因等によっては、さらにコストが拡大することもあります。

カントリー・リスク 投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、ま
たは取引に対して新たな規制が設けられた場合には、基準価額が予想外に下落したり、
方針に沿った運用が困難となることがあります。

その他 解約資金を手当てするため組入証券を売却する際、市場規模や市場動向によっては市
場実勢を押下げ、当初期待される価格で売却できないこともあります。この場合、基準価
額が下落する要因となります。

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

その他の留意点
●当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第 37 条の 6 の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
●当ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変

した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまう
リスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金
のお支払いが遅延する可能性があります。

●当ファンドはレバレッジ運用を行なうにあたり先物取引を利用するため、借入金利に相当する負担があります。そのため、長期に保有す
る場合、金利負担が累積されます。

●レバレッジ倍率に比した高リスク商品であり、初心者向けの商品ではありません。長期に保有する場合、対象資産の値動きに比べて基
準価額が大幅に値下がりすることがあるため、そのことについてご理解いただける方に適しています。

ファンドの費用
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※詳しくは「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

お申込みメモ

購入単位 最低単位を 1 円単位または 1 口単位として販売会社が定める単位
購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額（1 万口当たり）
購入代金 販売会社が定める期日までにお支払い下さい。
換金単位 最低単位を 1 口単位として販売会社が定める単位
換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額（1 万口当たり）
換金代金 原則として換金申込受付日から起算して 5 営業日目からお支払いします。
申込受付中止日 ①ナスダック（米国）の休業日

②シカゴ・マーカンタイル取引所の休業日
③「委託会社の休業日かつシカゴ・マーカンタイル取引所が休業日でない日」の前営業日
（注）申込受付中止日は、販売会社または委託会社にお問合わせ下さい。

申込締切時間 午後 3 時まで（販売会社所定の事務手続きが完了したもの）
換金制限 信託財産の資金管理を円滑に行なうために大口の換金申込みには制限があります。
購入・換金申込受付
の中止および取消し

●次に該当する場合には、大和アセットマネジメントの判断で、購入、換金の受付けを中止または取消しにす
ることがあります。
・株価指数先物取引のうち主として取引を行なうものについて、当該先物取引にかかる金融商品取引所等
における当日の立会が行なわれないときもしくは停止されたとき。
・株価指数先物取引のうち主として取引を行なうものについて、当該先物取引にかかる金融商品取引所等
における当日の立会終了時の当該先物取引の呼値が当該金融商品取引所等が定める呼値の値幅の限
度の値段とされる等やむを得ない事情が発生したことから、当ファンドの当該先物取引にかかる呼値の取引
数量の全部もしくは一部についてその取引が成立しないとき。
● 金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情が発生した場
合には、購入、換金の申込みの受付けを中止すること、すでに受付けた購入、換金の申込みを取消すことが
あります。

繰上償還 次のいずれかの場合には、委託会社は、事前に受益者の意向を確認し、受託会社と合意のうえ、信託契約
を解約し、信託を終了させること（繰上償還）ができます。
・受益権の口数が 30 億口を下ることとなった場合
・NASDAQ100 指数（配当込み、米ドルベース）が改廃された場合
・信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めるとき
・やむを得ない事情が発生したとき

収益分配 年 1 回、収益分配方針に基づいて収益の分配を行ないます。
（注）当ファンドには、「分配金再投資コース」と「分配金支払いコース」があります。なお、お取扱い可能なコ
ースおよびコース名については異なる場合がありますので、販売会社にお問合わせ下さい。

課税関係 課税上は株式投資信託として取扱われます。配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に NISA（少額投資非課税制度）の適用対
象となります。
当ファンドは、NISA の対象ではありません。 
※税法が改正された場合等には変更される場合があります。
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Material Collection
段落番号・箇条書き テキストボックス

Material Collection
表・グラフ・画像用素材

ディスクレーマー テキストボックス

出所 テキストボックス

表 サンプル

小見出し テキストボックス

図・グラフエリア
コンテンツエリア

0.6 0.68.8 8.87.07.0

あいさつ文用テキストボックス（上余白0.7）

URL https://www.daiwa-am.co.jp/   お問合わせ 0120-106212 (受付時間 9:00～17:00)

12.7

11.4

当資料のお取扱いにおけるご注意
n当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために大和アセットマネジメント株式会
社が作成したものです。

n当ファンドのお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付目論見書）」
の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

n投資信託は値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は大きく変動します。したがって、
投資元本が保証されているものではありません。信託財産に生じた利益および損失はすべて投資者に
帰属します。投資信託は預貯金とは異なります。

n投資信託は預金や保険契約とは異なり、預金保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。証券会社以外でご購入いただいた投資信託は投資者保護基金の対象ではありません。

n当資料は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するも
のではありません。運用実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を示唆・保証するもの
ではありません。記載する指数・統計資料等の知的所有権、その他一切の権利はその発行者および許
諾者に帰属します。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆さまの実質的な投
資成果を示すものではありません。記載内容は資料作成時点のものであり、予告なく変更されること
があります。記載する投資判断は現時点のものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものでは
ありません。

n当資料中で個別企業名が記載されている場合、あくまでも参考のために掲載したものであり、各企業
の推奨を目的とするものではありません。また、ファンドに今後組み入れることを、示唆・保証する
ものではありません。

n分配金は収益分配方針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するも
のではありません。分配金が支払われない場合もあります。

（出所）テキストテキスト

（出所）テキストテキスト

※ディスクレーマーテキストテキスト

※ディスクレーマーテキストテキスト

（ 20YY年MM月DD日～ 20YY年MM月DD日）

（ 20YY年MM月DD日～ 20YY年MM月DD日）

表・グラフタイトルテキスト

表・グラフタイトルテキスト

表・グラフタイトルテキスト

（出所）テキストテキスト
※ディスクレーマーテキストテキスト

（ 20YY年MM月DD日～ 20YY年MM月DD日）

項目名 項目名

テキストテキスト テキストテキスト
テキスト

テキストテキスト
テキスト

テキストテキスト テキストテキスト テキストテキスト

テキストテキスト テキストテキスト テキストテキスト

項目名 項目名 項目名

テキストテキスト テキストテキストテキスト テキストテキストテキスト

テキストテキスト テキストテキスト テキストテキスト

項目名 項目名

テキストテキスト テキストテキスト
テキスト

テキストテキスト
テキスト

テキストテキスト テキストテキスト テキストテキスト

テキストテキスト テキストテキスト テキストテキスト

項目名 項目名 項目名

テキストテキスト テキストテキストテキスト テキストテキストテキスト

テキストテキスト テキストテキスト テキストテキスト

小見出しテキストテキスト

※ディスクレーマーテキストテキスト

（出所）テキストテキスト

1. 箇条書きテキストテキスト

2. 箇条書きテキストテキスト　…

• 箇条書きテキストテキスト

• 箇条書きテキストテキスト　…
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取扱い販売会社

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物
取引業協会

一般社団法人
日本投資
顧問業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

株式会社イオン銀行
(委託金融商品取引業者
マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第633号 ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者
株式会社SBI証券)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者
マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

株式会社紀陽銀行 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第8号 ○

スルガ銀行株式会社 登録金融機関 東海財務局長(登金)第8号 ○

ソニー銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第578号 ○ ○ ○

株式会社千葉銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第39号 ○ ○

株式会社中国銀行 登録金融機関 中国財務局長(登金)第2号 ○ ○

株式会社東邦銀行 登録金融機関 東北財務局長(登金)第7号 ○

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第624号 ○ ○

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第61号 ○ ○ ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○

ＯＫＢ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第191号 ○

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第53号 ○ ○ ○ ○

京銀証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第392号 ○

ぐんぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第2938号 ○

GMOクリック証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第77号 ○ ○

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第108号 ○ ○ ○ ○

大和コネクト証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第3186号 ○

立花証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第110号 ○ ○

中銀証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長(金商)第6号 ○

フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第152号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第165号 ○ ○ ○ ○

むさし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第105号 ○ ○

LINE証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第3144号 ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○

2024年2月29日　現在

販売会社名　(業態別、50音順)
(金融商品取引業者名)

登録番号

加入協会

iFreeレバレッジ NASDAQ100

上記の販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によって、新規のご購入の取扱いを行っていない場合や、お申込み
方法・条件等が異なります。くわしくは、販売会社にお問合わせ下さい。

18 / 18


